
83,988 円

一般財源 1,104,937 1,176,771 1,115,284 1,118,369

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 1,104,937 1,176,771 1,115,284 1,118,369

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

５

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

　

施策 行政経営
施策体系

刈

施策の内容 広域行政・

谷

広域連携の推進

目
　
　

市

　
的

　衣浦5市の消防

事

業務を広域で行うこと

務

により

主
た
る
内
容

　衣

事

浦東部広域連合消防局

業

の共通経費分の分
、業

評

務の効率化を図る。 担

価

金
　 　

　衣東共通経費

シ

　×　25.63％

位

ー

置
づ
け

関連計画  

根拠

ト

法令  

対象者 衣浦東部

（

広域連合 事業期間 平成

様

１５年度 ～

実施方法 □

式

直営　□委託　□指定

１

管理　□補助・助成　

）

■その他

会計名 担当部 危機

Ｂ
　
事
　

管

業
　
実
　
績

２２年度実

理

績 ２３年度実績 ２４年

局

度実績 ２５年度計画

衣

一

浦東部広域連合分担金

般

衣浦東部広域連合分担

会

金 衣浦東部広域連合分

計

担金 衣浦東部広域連合

衣

分担金
（共通経費） （

浦

共通経費） （共通経費

東

） （共通経費）

　5市

部

が広域になったことに

広

より、火災や救急出動

域

の時間短縮が図れた。

連

成果 　消防の広域化に

合

より、業務の効率化が

分

図られた。

(できたこ

担

と)

課題

(できなか 

事

 ったこと)

指標名称

業

（単位）
実績値 目標値

（

２２年度 ２３年度 ２４

共

年度 ２５年度 ２７年度

通

 
指標

 
指標

 
他市と

経

の
比較検証

費）
担当課 危機管

Ｃ
　
事
　

理

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

課

千円
２２年度 ２３年度

款

２４年度 ２５年度 ２４

項

年度

（決算） （決算）

目

（決算） （予算） 事業

担

費内訳

事業費　① 1,

当

104,937 1,1

係

76,771 1,11

防

5,284 1,118

災

,369 合計 1,11

係

5,283,988 

9

円
負担金、補助及び

財

1

　
源

特定財源 0 0 0 0

1

交付金 1,115,2



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 79,501 66,967 69,237 69,837 合計 69,236,696 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 69,236,696 円

一般財源 79,501 66,967 69,237 69,837

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 79,501 66,967 69,237 69,837

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

５

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

　

施策 行政経営
施策体系

刈

施策の内容 広域行政・

谷

広域連携の推進

目
　
　

市

　
的

　衣浦5市の消防

事

業務を広域で行うこと

務

により

主
た
る
内
容

　衣

事

浦東部広域連合消防局

業

の常備消防にかか
、業

評

務の効率化を図る。 る

価

単独経費（刈谷消防署

シ

管内）の分担金

位
置
づ

ー

け

関連計画  

根拠法令

ト

 

対象者 市民 事業期間

（

平成１５年度 ～

実施方

様

法 □直営　□委託　□

式

指定管理　□補助・助

１

成　■その他

）

会計名 担当部 危

Ｂ
　

機

事
　
業
　
実
　
績

２２年

管

度実績 ２３年度実績 ２

理

４年度実績 ２５年度計

局

画

衣浦東部広域連合分

一

担金 衣浦東部広域連合

般

分担金 衣浦東部広域連

会

合分担金 衣浦東部広域

計

連合分担金
(単独経費

衣

） (単独経費） (単独

浦

経費） (単独経費）
【

東

平成22年度】 【平成

部

23年度】 【平成24

広

年度】 【平成25年度

域

】
　・消火栓維持管理

連

費 　・消火栓維持管理

合

費 　・消火栓維持管理

分

費 　・消火栓維持管理

担

費
　　　　　　　　2

事

,666基 　　　　　

業

　　　2,679基 　

（

　　　　　　　2,6

単

85基 　　　　　　　

独

　2,688基
　・貯

経

水槽設置　　　1基 　

費

・消火栓設置　　 3

）

5基 　・防火水槽取壊

担

　  3基 　・消火栓

当

設置　　 50基
　・

課

消火栓設置　　 41

危

基 　・消火栓設置　　

機

 30基

　５市が広域

管

になったことにより、

理

火災や救急出動の時間

課

短縮が図れた。

成果 　

款

消防の広域化により、

項

業務の効率化が図られ

目

た。

(できたこと)

課

担

題

(できなか 

 った

当

こと)

指標名称（単位

係

）
実績値 目標値

２２年

防

度 ２３年度 ２４年度 ２

災

５年度 ２７年度

 
指標

係

 
指標

 
他市との
比較

9

検証

1 1



05

総事業費（①＋②） 4,478 9,894 4,839 4,896

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

２

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

５

事
　
業
　
概
　
要

総合計

年

画
分野 福祉安全

基本施

度

策 防災
施策体系

施策の

　

内容 防災体制の充実

目

刈

　
　
　
的

　消防団被服

谷

の更新を行い、消防団

市

員の士気

主
た
る
内
容

・

事

消防団活動服等消耗品

務

に関する費用
の高揚を

事

図り、消防団の団結力

業

を高め、消防
団活動の

評

充実を図る。

位
置
づ
け

価

関連計画  

根拠法令  

シ

対象者 消防団員 事業期

ー

間 ～

実施方法 ■直営　

ト

□委託　□指定管理　

（

□補助・助成　□その

様

他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

２２年度実績 ２３

危

年度実績 ２４年度実績

機

２５年度計画

・消防団

管

活動支援 ・消防団活動

理

支援 ・消防団活動支援

局

・消防団活動支援
・消

一

防団活動服等購入 ・消

般

防団活動服等購入 ・消

会

防団活動服等購入 ・消

計

防団活動服等購入

　消

消

防団の活動を支援し、

防

団員の活動服などを整

団

備した。

成果

(できた

運

こと)

　分団によって

営

は定員に達していない

事

分団もあり、年々団員

業

数が減少している。
課

担

題

(できなか 

 った

当

こと)

指標名称（単位

課

）
実績値 目標値

２２年

危

度 ２３年度 ２４年度 ２

機

５年度 ２７年度

 
指標

管

 
指標

 
他市との
比較

理

検証

課

款 項 目 担当係 防

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

災

　
ス
　
ト

単位：千円
２

係

２年度 ２３年度 ２４年

9

度 ２５年度 ２４年度

（

1

決算） （決算） （決算

2

） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,753 3,433 3,778 3,791 合計 3,778,236 円
需用費 3,778,236 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 3,753 3,433 3,778 3,791

職員人件費　② 725 6,461 1,061 1,1



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

２

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

５

事
　
業
　
概
　
要

総合計

年

画
分野 福祉安全

基本施

度

策 防災
施策体系

施策の

　

内容 防災体制の充実

目

刈

　
　
　
的

　消防団の備

谷

品等の更新を行い、消

市

防団員の

主
た
る
内
容

　

事

消防団の備品購入に関

務

する費用
士気の高揚を

事

図り、消防団員の団結

業

を高め、
消防団活動の

評

充実を図る。

位
置
づ
け

価

関連計画

根拠法令

対象

シ

者 消防団員 事業期間 ～

ー

実施方法 ■直営　□委

ト

託　□指定管理　□補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２２年度実績 ２３年度

危

実績 ２４年度実績 ２５

機

年度計画

　 　 　組立て

管

水槽内袋　2袋 　
　 　

理

　
　 　 　
　 　 　
　　　

局

――――――― 　　　

一

――――――― 　　　

般

―――――――

　消防

会

団の備品を充実するこ

計

とにより、消防団の士

備

気が高まった。

成果

(

品

できたこと)

課題

(で

等

きなか 

 ったこと)

整

指標名称（単位）
実績

備

値 目標値

２２年度 ２３

事

年度 ２４年度 ２５年度

業

２７年度

指標

指標

他市

担

との
比較検証

当課 危機管理課

款

Ｃ
　
事

項

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

目

：千円
２２年度 ２３年

担

度 ２４年度 ２５年度 ２

当

４年度

（決算） （決算

係

） （決算） （予算） 事

防

業費内訳

事業費　① 0

災

0 200 0 合計 199

係

,500 円
備品購入

9

費 199,500 円

1

財
　
源

特定財源 0 0 0

2

0

一般財源 0 0 200 0

職員人件費　② 0 0 35 0

総事業費（①＋②） 0 0 235 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0



計 1,877,609 円
需用費 1,505,420 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 69,789 円
委託料 155,610 円

一般財源 1,552 2,176 1,878 1,889 使用料及び賃借料 146,790 円

職員人件費　② 725 431 389 368

総事業費（①＋②） 2,277 2,607 2,267 2,257

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

５

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 福祉安全

基本

度

施策 防災
施策体系

施策

　

の内容 防災体制の充実

刈

目
　
　
　
的

　消防団詰

谷

所の保守管理を行い、

市

消防団員が

主
た
る
内
容

事

・分団詰所電気・水道

務

等に関する費用
活動し

事

やすい環境を整備する

業

。 ・分団詰所火災保険

評

料
・分団詰所浄化槽清

価

掃に関する費用
・分団

シ

詰所処理委託に関する

ー

費用
・分団詰所下水道

ト

使用料

位
置
づ
け

関連計

（

画  

根拠法令  

対象者

様

消防団員 事業期間 ～

実

式

施方法 ■直営　■委託

１

　□指定管理　□補助

）

・助成　□その他

会計名 担当部 危機管

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

理

２年度実績 ２３年度実

局

績 ２４年度実績 ２５年

一

度計画

・分団詰所光熱

般

水費 ・分団詰所光熱水

会

費 ・分団詰所光熱水費

計

・分団詰所光熱水費
・

分

分団詰所火災保険料 ・

団

分団詰所火災保険料 ・

詰

分団詰所火災保険料 ・

所

分団詰所火災保険料
・

管

分団詰所下水道使用料

理

・ホース乾燥塔点検 ・

事

分団詰所下水道使用料

業

・分団詰所下水道使用

担

料
・分団詰所下水道使

当

用料

　分団詰所の保守

課

管理が適正に行われた

危

。

成果

(できたこと)

機

　電球を省電力のＬＥ

管

Ｄに交換するなど、節

理

電を検討する必要があ

課

る。 
課題

(できなか

款

 

 ったこと)

指標名

項

称（単位）
実績値 目標

目

値

２２年度 ２３年度 ２

担

４年度 ２５年度 ２７年

当

度

 
指標

 
指標

 
他市

係

との
比較検証

防災係

9 1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,552 2,176 1,878 1,889 合



特定財源 76 14 13 210 役務費 697,771 円
公課費 366,000 円

一般財源 3,767 3,424 3,401 4,349

職員人件費　② 725 359 707 737

総事業費（①＋②） 4,568 3,797 4,121 5,296

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 自動車事故共済保険金収入
　　　　　　13,488円

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

５

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 福祉安全

基本

度

施策 防災
施策体系

施策

　

の内容 防災体制の充実

刈

目
　
　
　
的

　消防団ポ

谷

ンプ自動車および資器

市

材等の維持

主
た
る
内
容

事

・ポンプ車消耗品に関

務

する費用
管理をし、消

事

防団の消防力の充実を

業

目指す。 ・ポンプ車燃

評

料に関する費用
・ポン

価

プ車車検等修繕に関す

シ

る費用
・ポンプ車点検

ー

手数料
・ポンプ車保険

ト

料
・ポンプ車重量税

位

（

置
づ
け

関連計画  

根拠

様

法令  

対象者 消防団員

式

事業期間 ～

実施方法 ■

１

直営　■委託　□指定

）

管理　□補助・助成　

会

□その他

計名 担当部 危機管

Ｂ
　
事
　

理

業
　
実
　
績

２２年度実

局

績 ２３年度実績 ２４年

一

度実績 ２５年度計画

・

般

ポンプ車消耗品購入 ・

会

ポンプ車消耗品購入 ・

計

ポンプ車消耗品購入 ・

消

ポンプ車消耗品購入
・

防

ポンプ車燃料費 ・ポン

車

プ車燃料費 ・ポンプ車

等

燃料費 ・ポンプ車燃料

管

費
・ポンプ車車検等修

理

繕料 ・ポンプ車車検等

事

修繕料 ・ポンプ車車検

業

等修繕料 ・ポンプ車車

担

検等修繕料

　定期的に

当

消防車の資機材を更新

課

し、安全な消防活動が

危

出来た。

成果

(できた

機

こと)

 
課題

(できな

管

か 

 ったこと)

指標

理

名称（単位）
実績値 目

課

標値

２２年度 ２３年度

款

２４年度 ２５年度 ２７

項

年度

 
指標

 
指標

 
他

目

市との
比較検証

担当係 防災係

9 1

Ｃ
　

2

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,843 3,438 3,414 4,559 合計 3,414,182 円
需用費 2,350,411 円

財
　
源



年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 41,383 28,832 27,917 45,054 合計 27,916,990 円
役務費 19,740 円

財
　
源

特定財源 7,761 6,426 3,881 3,882 備品購入費 27,897,250 円

一般財源 33,622 22,406 24,036 41,172

職員人件費　② 1,450 718 1,061 1,105

総事業費（①＋②） 42,833 29,550 28,978 46,159

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 消防施設整備費補助金
　　　　　3,881,000円

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

５

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 福祉安全

基

度

本施策 防災
施策体系

施

　

策の内容 防災体制の充

刈

実

目
　
　
　
的

　平成1

谷

3年6月に｢自動車か

市

ら排出される窒素

主
た

事

る
内
容

　消防ポンプ自

務

動車（CD-1）更新

事

　
酸化物及び粒子状物

業

質の特定地域における

評

総
量の削減等に関する

価

特別措置法｣が施行さ

シ

れ、
本市も特定地域の

ー

指定を受けたため、消

ト

防団
の消防自動車につ

（

いても規制の対象とな

様

り使
用期限が切れるこ

式

とに伴い、車両の更新

１

を行
い、環境に配慮す

）

る。

位
置
づ
け

関連計画

会

 

根拠法令  

対象者 消

計

防団員 事業期間 平成２

名

０年度 ～ 平成２７年度

担

実施方法 ■直営　□委

当

託　□指定管理　□補

部

助・助成　□その他

危機管理局

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

消

２２年度実績 ２３年度

防

実績 ２４年度実績 ２５

団

年度計画

消防団ポンプ

車

自動車 消防団ポンプ自

両

動車 消防団ポンプ自動

更

車 消防団ポンプ自動車

新

　3台更新 　2台更新

事

　2台更新 　3台更新

業

　（第4、5、15分

担

団） 　（第7、10分

当

団） 　（第1、14分

課

団） 　（第3、12、

危

19分団）

　新型のポ

機

ンプ車はポンプの性能

管

が良く、環境に配慮し

理

た車両となった。消防

課

団のやる気にもつなが

款

った。

成果

(できたこ

項

と)

　
課題

(できなか

目

 

 ったこと)

指標名

担

称（単位）
実績値 目標

当

値

２２年度 ２３年度 ２

係

４年度 ２５年度 ２７年

防

度

成果 ポンプ車更新率

災

（％） 42.9 52

係

.4 61.9 76.2

9

100
指標

 
指標

 
他

1

市との
比較検証

2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３



,928 5,840 交付金 48,376,780 円

一般財源 43,039 41,541 42,449 47,370

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 46,630 46,943 48,377 53,210

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 退職報償金収入　
　　　　　5,928,000円

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

５

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

　

施策 行政経営
施策体系

刈

施策の内容 広域行政・

谷

広域連携の推進

目
　
　

市

　
的

　消防団員の報酬

事

や活動費等を負担し、

務

消防

主
た
る
内
容

　衣浦

事

東部広域連合消防局の

業

非常備消防分（
力の強

評

化を図る。 消防団に係

価

る費用）の分担金
・消

シ

防団員報酬
・消防団員

ー

退職報償金
・消防団員

ト

出動手当て等に関する

（

費用

位
置
づ
け

関連計画

様

 

根拠法令  

対象者 消

式

防団員 事業期間 平成１

１

５年度 ～

実施方法 □直

）

営　□委託　□指定管

会

理　□補助・助成　■

計

その他

名 担当部 危機管理

Ｂ
　
事
　
業

局

　
実
　
績

２２年度実績

一

２３年度実績 ２４年度

般

実績 ２５年度計画

衣浦

会

東部広域連合分担金 衣

計

浦東部広域連合分担金

衣

衣浦東部広域連合分担

浦

金 衣浦東部広域連合分

東

担金
（単独経費） （単

部

独経費） （単独経費）

広

（単独経費）

　消防団

域

員の報酬等の充実がで

連

きた。

成果

(できたこ

合

と)

　各分団消防団活

分

動を一生懸命頑張って

担

くれているが、団員の

事

確保に苦労している。

業

課題

(できなか 

 っ

（

たこと)

指標名称（単

単

位）
実績値 目標値

２２

独

年度 ２３年度 ２４年度

経

２５年度 ２７年度

 
指

費

標
 

指標
 

他市との
比

）

較検証

担当課 危機管理課

Ｃ
　
事
　
業
　

款

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

項

２２年度 ２３年度 ２４

目

年度 ２５年度 ２４年度

担

（決算） （決算） （決

当

算） （予算） 事業費内

係

訳

事業費　① 46,6

防

30 46,943 48

災

,377 53,210

係

合計 48,376,7

9

80 円
負担金、補助

1

及び

財
　
源

特定財源 3

2

,591 5,402 5



一般財源 0 0 114,953 0 公有財産購入費 96,916,370 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 0 0 707 0 交付金 141,695 円

総事業費（①＋②） 0 0 115,660 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

５

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 福祉安全

基本

度

施策 防災
施策体系

施策

　

の内容 防災体制の充実

刈

目
　
　
　
的

　老朽化し

谷

た分団詰所の移転など

市

を行い、消

主
た
る
内
容

事

・詰所用地購入及び詰

務

所建設工事に関する費

事

防団活動の拠点である

業

分団詰所の整備を図り

評

用
、消防団活動の充実

価

を図る。

位
置
づ
け

関連

シ

計画

根拠法令

対象者 消

ー

防団員 事業期間 ～

実施

ト

方法 ■直営　□委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

２２

危

年度実績 ２３年度実績

機

２４年度実績 ２５年度

管

計画

　 　 ・詰所用地購

理

入費 　
　 　 　第11分

局

団　601.05㎡ 　

一

　 　 　第4分団   

般

329.00㎡ 　
　 　

会

・第4分団詰所建設費

計

　
　　　――――――

分

― 　　　――――――

団

― 　　　――――――

詰

―

　借地していた消防

所

団詰所の用地を購入し

整

た。また、老朽化して

備

いた分団詰所について

事

、前面道路の広い場所

業

に移築した

成果 ため、

担

消防団の活動がしやす

当

くなった。

(できたこ

課

と)

課題

(できなか 

危

 ったこと)

指標名称

機

（単位）
実績値 目標値

管

２２年度 ２３年度 ２４

理

年度 ２５年度 ２７年度

課

指標

指標

他市との
比較

款

検証

項 目 担当係 防災係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

9

　
ス
　
ト

単位：千円
２

1

２年度 ２３年度 ２４年

2

度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 114,953 0 合計 114,953,415 円
需用費 60,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 41,000 円
工事請負費 17,794,350 円



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

５

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 福祉安全

基本施策

度

防災
施策体系

施策の内

　

容 防災体制の充実

目
　

刈

　
　
的

　水防活動中に

谷

怪我などをした場合に

市

災害補

主
た
る
内
容

　水

事

防作業中に災害にあっ

務

た水防従事者に対
償費

事

を支払い、団員等の生

業

活の補償をする。 し、

評

刈谷市消防団員等公務

価

災害補償条例の規
定に

シ

基づき災害補償を行う

ー

。

位
置
づ
け

関連計画  

ト

根拠法令  

対象者 水防

（

団員 事業期間 ～

実施方

様

法 ■直営　□委託　□

式

指定管理　□補助・助

１

成　□その他

）

会計名 担当部 危

Ｂ
　

機

事
　
業
　
実
　
績

２２年

管

度実績 ２３年度実績 ２

理

４年度実績 ２５年度計

局

画

実績なし 実績なし 実

一

績なし 該当があった場

般

合支給する

 

成果

(で

会

きたこと)

 
課題

(で

計

きなか 

 ったこと)

災

指標名称（単位）
実績

害

値 目標値

２２年度 ２３

補

年度 ２４年度 ２５年度

償

２７年度

 
指標

 
指標

事

 
他市との
比較検証

業
担当課 危機管理課

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

款

ト

単位：千円
２２年度

項

２３年度 ２４年度 ２５

目

年度 ２４年度

（決算）

担

（決算） （決算） （予

当

算） 事業費内訳

事業費

係

　① 0 0 0 182 合計

防

0 円

財
　
源

特定財源

災

0 0 0 91

一般財源 0

係

0 0 91

職員人件費　

9

② 0 0 0 0

総事業費（

1

①＋②） 0 0 0 182

3

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,287 25,308 5,136 5,690 合計 5,135,565 円
需用費 4,915,065 円

財
　
源

特定財源 0 812 0 0 委託料 220,500 円

一般財源 6,287 24,496 5,136 5,690

職員人件費　② 2,175 4,666 2,122 2,211

総事業費（①＋②） 8,462 29,974 7,258 7,901

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

５

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 福祉安全

基本

度

施策 防災
施策体系

施策

　

の内容 防災体制の充実

刈

目
　
　
　
的

　災害に備

谷

えて、備蓄倉庫内の非

市

常食につい

主
た
る
内
容

事

・カンパン・水・アル

務

ファ米等に関する費用

事

て計画的に更新し、資

業

器材の管理等を行い、

評

・防災備蓄倉庫電気料

価

災害発生時に市民の避

シ

難所等での生活を維持

ー

・　　 〃 　　修繕

ト

料
する。 ・浄水装置保

（

守点検委託料

位
置
づ
け

様

関連計画  刈谷市地域

式

防災計画

根拠法令  

対

１

象者 市民 事業期間 ～

実

）

施方法 ■直営　■委託

会

　□指定管理　□補助

計

・助成　□その他

名 担当部 危機管理局

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

一

２年度実績 ２３年度実

般

績 ２４年度実績 ２５年

会

度計画

・備蓄品（水・

計

クラッカー・ ・備蓄品

災

（水・クラッカー・ ・

害

備蓄品（水・クラッカ

対

ー・ ・備蓄品（水・ク

策

ラッカー・
アルファ米

管

等）更新購入 アルファ

理

米等）更新購入 アルフ

事

ァ米等）更新購入 アル

業

ファ米等）更新購入
・

担

備蓄倉庫電気料 ・避難

当

所用段ボール衝立等購

課

・備蓄倉庫電気料 ・備

危

蓄倉庫電気料
・車椅子

機

対応型トイレ購入 入 ・

管

浄水装置保守点検 ・浄

理

水装置保守点検
・浄水

課

装置保守点検 ・被災地

款

への支援物資（毛布
・

項

食料等）の補充
・備蓄

目

倉庫電気料
・浄水装置

担

保守点検

　備蓄倉庫の

当

備蓄品（水・クラッカ

係

ー・アルファ米等）に

防

ついて、計画的に更新

災

を行い充実を図ること

係

ができた。

成果

(でき

9

たこと)

課題

(できな

1

か 

 ったこと)

指標

4

名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証



年度

成果 避難所防災備蓄倉庫更新率（％） ― ― 29.0 58.1 100.0
指標

指標
備蓄倉庫1箇所あたりの人口割合（平成25年4月1日現在）　

他市との 碧南市：2,886人、知立市：3,355人、刈谷市：3,492人、安城市：3,658人、高浜市：4,599人
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 123,500 51,683 61,586 合計 51,682,698 円
需用費 2,179,642 円

財
　
源

特定財源 0 0 5,000 6,000 役務費 230,000 円
委託料 493,500 円

一般財源 0 123,500 46,683 55,586 工事請負費 40,850,250 円
備品購入費 7,873,656 円

職員人件費　② 0 6,461 5,659 5,895 負担金、補助及び
交付金 55,650 円

総事業費（①＋②） 0 129,961 57,342 67,481

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４

Ｄ

年度特定財源名称

２４

　

年度迄の累積事業費 0

　

・社会資本整備総合交

　

付金　
　（国）

２６年

Ｏ

度以降の事業費見込 0

　

・防災事業費寄附金

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

５

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 福祉

度

安全

基本施策 防災
施策

　

体系
施策の内容 防災体

刈

制の充実

目
　
　
　
的

　

谷

東日本大震災を受け、

市

避難所の備蓄品につ

主

事

た
る
内
容

○防災倉庫の

務

設置
いて検証し、必要

事

物品について計画的に

業

購入 ○防災備蓄倉庫の

評

設置・更新及びソーラ

価

ーパ
し、被災者の要望

シ

に応えられるようにす

ー

る。 　ネルの設置
　ま

ト

た、北・中・南部のＪ

（

Ａ跡地を活用した ○備

様

蓄品の購入
防災広場に

式

、拠点的な防災倉庫を

１

整備すると
ともに、避

）

難所の防災備蓄倉庫を

会

老朽化が進
んでいるも

計

のから随時更新を行い

名

、防災体制
の充実強化

担

を図る。

位
置
づ
け

関連

当

計画 刈谷市地域防災計

部

画

根拠法令

対象者 市民

危

事業期間 平成２３年度

機

～ 平成２７年度

実施方

管

法 ■直営　■委託　□

理

指定管理　□補助・助

局

成　□その他

一般会計
防災備蓄

Ｂ
　

倉

事
　
業
　
実
　
績

２２年

庫

度実績 ２３年度実績 ２

整

４年度実績 ２５年度計

備

画

 ・福祉避難所防災

事

備蓄倉庫 ・拠点防災倉

業

庫         

担

    ・拠点防災倉

当

庫
 　新設（ひまわり

課

、たんぽ　   新設（

危

東境）、改修（元刈 　

機

新設（高須）
 　ぽ）

管

　谷） ・避難所防災備

理

蓄倉庫
 ・備蓄品購入

課

・避難所防災備蓄倉庫

款

　更新（9箇所）
　　

項

　―――――――　　

目

　 　新設（北部生涯学

担

習センタ ・福祉避難所

当

防災備蓄倉庫
　ー）、

係

更新（9箇所） 　新設

危

（2箇所）
・備蓄品購

機

入 ・備蓄品購入

　拠点

管

となる防災倉庫を設置

理

し、備蓄品の拡充を図

係

ることができた。また

9

、避難所の防災備蓄倉

1

庫を更新し、扉の操作

4

性

成果 や備蓄品の保管性が向上した。

(できたこと)

課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 8,940 0 合計 8,940,460 円
報償費 130,960 円

財
　
源

特定財源 0 0 4,000 0 委託料 8,809,500 円

一般財源 0 0 4,940 0

職員人件費　② 0 0 2,830 0

総事業費（①＋②） 0 0 11,770 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 社会資本整備総合交付金（国
）

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

５

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 福祉安全

基本施策 防

　

災
施策体系

施策の内容

刈

防災意識の高揚

目
　
　

谷

　
的

　南海トラフ巨大

市

地震が発生した場合に

事

予想

主
た
る
内
容

　地震

務

ハザードマップの作成

事

される震度や液状化、

業

浸水域などの情報を提

評

供し、家庭や学校、事

価

業所、地域における防

シ

災・減災対策の推進を

ー

図る。

位
置
づ
け

関連計

ト

画

根拠法令

対象者 市民

（

事業期間 平成２４年度

様

～ 平成２４年度

実施方

式

法 □直営　■委託　□

１

指定管理　□補助・助

）

成　□その他

会計名 担当部 危機

Ｂ
　

管

事
　
業
　
実
　
績

２２年

理

度実績 ２３年度実績 ２

局

４年度実績 ２５年度計

一

画

    地震ハザー

般

ドマップの作成   
 

会

 　　　　　　　　　

計

80,000枚  
  

地

 
   
　　　―――

震

――――　　　 　　　

ハ

―――――――　　　

ザ

　　　―――――――

ー

　　　

　平成24年8

ド

月29日に内閣府から

マ

公表された、南海トラ

ッ

フ巨大地震による想定

プ

最大震度・津波高等に

更

基づいた地震ハザー

成

新

果 ドマップを作成し、

事

全戸配布及びホームペ

業

ージに掲載し、市民等

担

への情報提供を早期に

当

実施することができた

課

。

(できたこと)

課題

危

(できなか 

 ったこ

機

と)

指標名称（単位）

管

実績値 目標値

２２年度

理

２３年度 ２４年度 ２５

課

年度 ２７年度

成果 メー

款

ル配信サービス加入者

項

数（防災情報）（人）

目

10,394 10,8

担

70 11,377 13

当

,000 17,000

係

指標
成果 木造住宅耐震

危

診断の実施率（％） 2

機

5.2 28.0 29.

管

7 31.6 36.0
指

理

標
　県内で初めて策定

係

他市との
比較検証

9 1 4



度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

成果 Ｊアラート接続施設（箇所） ― ― 45 51 56
指標
成果 防災ラジオ販売台数（台） ― ― ― 500 1,500
指標

　今年度、安城市と同様のコミュニティーＦＭを使った防災ラジオを市民に販売していく。知立市と高浜市
他市との は同報無線を使った防災ラジオを市民に販売していく予定。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 3,045 98,346 9,000 合計 98,346,150 円
委託料 1,377,600 円

財
　
源

特定財源 0 1,350 90,000 3,500 工事請負費 96,835,200 円
備品購入費 133,350 円

一般財源 0 1,695 8,346 5,500

職員人件費　② 0 1,436 2,122 2,948

総事業費（①＋②） 0 4,481 100,468 11,948

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 社会資本整備総合交付金（国
）　　　45,000,000円

２

Ｄ

６年度以降の事業費見

　

込 0 防災行政無線事業

　

債
　　　　45,00

　

0,000円

Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

５

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

福祉安全

基本施策 防災

　

施策体系
施策の内容 災

刈

害対策本部機能の充実

谷

目
　
　
　
的

　地震や豪

市

雨等の災害発生時に、

事

防災行政無

主
た
る
内
容

務

○同報系防災行政無線

事

設置
線等により緊急情

業

報を瞬時に市民に伝達

評

する ○ＦＭ局割込み放

価

送システム設置　
こと

シ

で、市民が対策や避難

ー

をすばやく行うこ ○公

ト

共施設へのＪアラート

（

接続
とができるように

様

する。

位
置
づ
け

関連計

式

画 刈谷市地域防災計画

１

根拠法令

対象者 市民 事

）

業期間 平成２３年度 ～

会

平成２９年度

実施方法

計

□直営　■委託　□指

名

定管理　■補助・助成

担

　□その他

当部 危機管理局

一

Ｂ
　
事

般

　
業
　
実
　
績

２２年度

会

実績 ２３年度実績 ２４

計

年度実績 ２５年度計画

同

 ・電波伝搬調査　7

報

1箇所 ・同報系防災行

系

政無線設置 ・防災ラジ

防

オ購入　500台
 ・

災

実施設計 　（屋外拡声

行

子局10箇所） ・公共

政

施設へのＪアラート接

無

 ・ＦＭ局割込み放送

線

システム 続（6施設）

等

 設置 （防災情報通信

整

整備事業とし
　　　―

備

――――――　　　 ・

事

公共施設へのＪアラー

業

ト接 て実施）
続（45

担

施設）

　津波の危険地

当

域と過去に浸水被害の

課

あった地域10箇所に

危

同報系防災行政無線の

機

屋外拡声器を設置し、

管

緊急情報を伝達す

成果

理

ることができるように

課

なった。また、コミュ

款

ニティＦＭへの割込み

項

放送や公共施設へのＪ

目

アラート接続により、

担

多くの市

(できたこと

当

) 民への情報伝達が可

係

能となった。

　屋外拡

防

声器を設置した10箇

災

所の中には、道路や工

係

場の音量により聞こえ

9

づらい箇所があるため

1

、これを補う伝達手段

4

の
課題

確保を図っていく必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年



以降、各地区が防災訓練を1回以上行うようになったが、地区によっては、毎年同じような内容になって
課題

いる。
(できなか 

　補助金について、活用されていない地区もあるので、もっと有効的に使われるよう、他地区の状況を紹介するなどアド
 ったこと)

バイスを行う必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 自主防災訓練参加者数（人） 4,073 3,633 7,059 5,000 5,500
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,862 4,407 7,274 5,859 合計 7,274,189 円
報償費 440,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 565,135 円
委託料 2,269,054 円

一般財源 2,862 4,407 7,274 5,859 負担金

Ｄ

、補助及び
交付金 4,

　

000,000 円

職

　

員人件費　② 1,88

　

5 7,896 3,11

Ｏ

3 3,685

総事業費

　

（①＋②） 4,747

　

12,303 10,3

∧

87 9,544

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

　

千円） 0 ２４年度特定

実

財源名称

２４年度迄の

　

累積事業費 0

２６年度

　

以降の事業費見込 0

施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

５

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 福祉安全

基本

度

施策 防災
施策体系

施策

　

の内容 防災意識の高揚

刈

目
　
　
　
的

　自主防災

谷

会の開催する防災訓練

市

などの活動

主
た
る
内
容

事

・自主防災会謝礼　2

務

2地区
を通して、市民

事

の防災意識の高揚を図

業

り、市 ・講師などの派

評

遣委託
域の防災力を強

価

化する。 ・災害時に使

シ

用する井戸の水質検査

ー

委託
・自主防災会活動

ト

支援のための補助金
　

（

補助率　防災施設整備

様

事業　　4／5
　　　

式

　　防災資機材整備事

１

業　4／5
　　　　　

）

防災活動事業　　　　

会

4／5

位
置
づ
け

関連計

計

画 刈谷市地域防災計画

名

根拠法令 刈谷市自主防

担

災事業補助金交付要綱

当

対象者 市民 事業期間 平

部

成１６年度 ～

実施方法

危

■直営　■委託　□指

機

定管理　■補助・助成

管

　□その他

理局

一般会計
地区

Ｂ
　
事

防

　
業
　
実
　
績

２２年度

災

実績 ２３年度実績 ２４

対

年度実績 ２５年度計画

策

・自主防災事業補助金

事

・自主防災事業補助金

業

・自主防災事業補助金

担

・自主防災事業補助金

当

　7地区　1,922

課

,000円 　10地区

危

　2,817,000

機

円 　15地区　4,0

管

00,000円 　15

理

地区　4,000,0

課

00円
・地区自主防災

款

訓練 ・地区自主防災訓

項

練 ・地区自主防災訓練

目

・地区自主防災訓練
　

担

22地区　35回　4

当

,073人 　22地区

係

　36回　3,633

防

人 　22地区　38回

災

　7,059人 　22

係

地区　40回　5,0

9

00人

　地域が独自に

1

立案する目的と計画に

4

対して補助を行うことにより、資機材の整備や防災活動の実施を通して、防災意識

成果 の高揚が図られ、個人や地域が「自分のまちは自分たちで守る」という気持ちを持ち、災害に対する備えを行うことがで

(できたこと) きた。

　東日本大震災



支援や任意加入ではあるが、刈谷防災リーダー会の活動
 ったこと)

支援が望まれている。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 防災リーダー養成講座修了者累計(人) ― 県（26） 73 128 238
指標 ※平成23年度までは県講座の修了者

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 225 324 合計 224,958 円
報償費 169,540 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 47,168 円
使用料及び賃借料 8,250 円

一般財源 0 0 225 324

職員人件費　② 0 0 2,122 2,211

総事業費（①＋②） 0 0 2,347 2,535

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

５

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 福祉

度

安全

基本施策 防災
施策

　

体系
施策の内容 防災意

刈

識の高揚

目
　
　
　
的

　

谷

「自助」「互助」の精

市

神や防災意識の高揚

主

事

た
る
内
容

防災リーダー

務

養成講座（4日間）
を

事

地域に広げるため、平

業

常時や災害発生時に ○

評

大学教授による講義
自

価

主的な防災活動ができ

シ

る人材を育成する防 ○

ー

家具転倒防止について

ト

災リーダー養成講座を

（

開催し、地域の防災力

様

○自主防災会のあり方

式

について
の強化を図る

１

。 ○市の防災対策につ

）

いて
○避難所運営ゲー

会

ム（ＨＵＧ）
○災害図

計

上訓練（ＤＩＧ）

位
置

名

づ
け

関連計画 刈谷市地

担

域防災計画

根拠法令

対

当

象者 市民 事業期間 平成

部

２４年度 ～

実施方法 ■

危

直営　■委託　□指定

機

管理　□補助・助成　

管

□その他

理局

一般会計
地域

Ｂ
　
事
　

防

業
　
実
　
績

２２年度実

災

績 ２３年度実績 ２４年

リ

度実績 ２５年度計画

 

ー

  ・防災リーダー養

ダ

成講座 ・防災リーダー

ー

養成講座
  　受講者

育

　53人 　受講者　5

成

5人
  　修了者　4

事

7人 　修了者　55人

業

  
　　　―――――

担

――　　　 　　　――

当

―――――　　　

　各

課

地区から受講者を推薦

危

してもらい、市域に均

機

等に防災リーダーの育

管

成ができ、地域の防災

理

活動への貢献が期待で

課

きる

成果 。また、防災

款

リーダー会へ加入して

項

もらうことにより、他

目

地区の活動を知る機会

担

にもなり、スキルアッ

当

プとなる。

(できたこ

係

と)

　4日間の講座の

防

うち、8割以上を受講

災

した方に修了書を発行

係

した。すべての方が修

9

了することができなか

1

ったため、次年
課題

度

4

以降でも、残りの講座を受講すれば修了できるような検討をする必要がある。
(できなか 

　少しでも長い間活動してもらうように、スキルアップのための



度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 総合防災訓練参加者（人） 151 ― 252 ― ―
指標

指標
　近年は、住民に見てもらう展示型の訓練から、住民参加型の訓練に変わってきている。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,991 0 3,443 0 合計 3,442,610 円
需用費 49,875 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 3,350,235 円
使用料及び賃借料 42,500 円

一般財源 2,991 0 3,443 0

職員人件費　② 725 0 3,183 0

総事業費（①＋②） 3,716 0 6,626 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

５

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 福祉安全

基本施策

度

防災
施策体系

施策の内

　

容 防災意識の高揚

目
　

刈

　
　
的

　実働型の総合

谷

防災訓練により、災害

市

が発生

主
た
る
内
容

　実

事

動型総合防災訓練
時の

務

防災関係機関の対応に

事

ついて訓練を通じ 　会

業

場　総合運動公園
確認

評

と検証を行い、住民の

価

防災意識の高揚、 　実

シ

　　績
防災体制の確認

ー

と災害対応力の向上を

ト

図る。 　　平成15年

（

度　地震想定（県と合

様

同）
　　平成17年度

式

　風水害想定
　　平成

１

19年度　地震想定
　

）

　平成22年度　地震

会

想定
　　平成24年度

計

　地震想定

位
置
づ
け

関

名

連計画 刈谷市地域防災

担

計画

根拠法令 大規模地

当

震対策特別措置法第3

部

2条、災害対策基本法

危

第48条

対象者 市民 事

機

業期間 ～

実施方法 ■直

管

営　■委託　□指定管

理

理　□補助・助成　□

局

その他

一般会計
防災訓練

Ｂ
　
事
　
業

事

　
実
　
績

２２年度実績

業

２３年度実績 ２４年度

担

実績 ２５年度計画

市民

当

参加型総合防災訓練  

課

市民参加型総合防災訓

危

練  
・訓練参加者　1

機

51名  ・訓練参加者

管

　252名  
（市内自

理

主防災会、刈谷工業  

課

（市内自主防災会、市

款

内中学  
高校生、市議

項

会議員等）  生、高校

目

生、市議会議員等）  

担

　　　―――――――

当

　　　 　　　――――

係

―――　　　

　地元の

防

中学生、高校生を初め

災

、地区の自主防災会が

係

実際にいろいろな資機

9

材などに触れる体験型

1

訓練を行い、防災に対

4

成果 する知識を学び、地域の防災力の強化につながった。

(できたこと)

　今回は、自主防災会や学生に参加してもらったが、もっといろいろな団体にも声をかけて、多くの方が参加できるよう
課題

にしていきたい。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年


